
 

[第３号議案]  役員報酬等規程改正の件 

 

役員報酬等規程の改正をいたしたくお諮りします。 

＜改正の理由＞ 

• 第 10回定時社員総会(2020年６月 13日開催)において、定款を改正し、代表理事以外に 

業務執行理事を置き、その者に本会の運営の実務を補佐させることで業務執行体制を補強

することを決定した。代表理事以外の業務執行理事に対しても職務執行の対価を支払うこ

とができるよう規程を改正すべきであると考える。 

• 業務執行理事以外の役員についても、職務を遂行する上で、一定の対価を支払うこと

は、公益法人の技術的能力を向上させる点から有効と考える。 

• 過去に、役員が本会主催の講座の講師を務めた場合の報酬や、使用人（例えば事務局

代表）を兼務した場合の報酬を受領していいのかという問題が理事会で議論されたこ

とがあり、その際、問題ないとの見解を当時の監事からもいただいているところ、明

文化しておくことが望ましい。（規程第２条(2)） 

• 会員への情報開示の観点から、総会において、役員報酬の総額を示した上で、実際に

個々の役員に実際に支払った金額を年度末に開示することが望ましい。 

（定款第 24条、規程第７条新設） 

 

改正案                      現行 

変更なし （目 的） 

第１条 この規程は、公益社団法人日本消費生活

アドバイザー・コンサルタント･相談員協会（以

下「本会」という。）の定款第 24条の規定に基

づき役員の報酬等に関し必要な事項を定める

ことを目的とする。 

 

（定 義） 

第２条 この規程において、用語の定義は次のと

おりとする。 

（１）役員とは、定款第 18条第１項に定める理事

および監事をいう。 

（２）役員報酬等とは、報酬、賞与その他の職務

遂行上の対価として受ける財産上の利益を

いい、本会との業務委託契約に基づき業務を

提供した際の財産上の利益や本会の使用人

として受ける財産上の利益、使用人等と並ん

で等しく受ける本会の通常の福利厚生は役

員等報酬には含まれない。 

（３）常勤の役員とは、本会を主たる勤務先とし、

週３日以上本会の業務に従事する役員をい

う。 

（４）非常勤の役員とは、常勤役員以外の者をい

う。 

 

 

（定 義） 

第２条 この規程において、用語の定義は次のと

おりとする。 

（１）役員とは、代表理事及び正会員以外の監事

をいう。 

（２）役員報酬等とは、報酬、賞与その他の職務

遂行の対価として受ける財産上の利益及び

退職手当をいう 

（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関

する法律第５条第 13号） 

（３）常勤の役員とは、本会を主たる勤務先とし、

週３日以上本会の業務に従事する役員をい

う。 

（４）非常勤の役員とは、常勤役員以外の者をい

う。 

 



 

改正案                      現行 

（報酬の支給） 

第３条 本会は、理事会の決議により、役員に対

し社員総会において定める役員報酬総額の範

囲内で、次のとおり役員報酬を支給することが

できる。 

（１）常勤の代表理事及び業務執行理事について

は、月額 150,000円を超えない範囲 

（２）非常勤の代表理事及び業務執行理事につい

ては、日額 10,000円を超えない範囲 

（３）業務執行理事以外の理事については、理事

会への出席の場合、日額 5,000円を超えない

範囲 

（４）監事については、法に定める監査業務の場

合は日額 10,000 円を超えない範囲。理事会

への出席の場合は日額 5,000円を超えない範

囲 

 

（報酬の支給） 

第３条 本会は、役員に対し次のとおり役員報酬

を支給する。 

（１）常勤の代表理事の報酬は、社員総会におい

て定める役員報酬総額の範囲内で月額

150,000円を上限として理事会で決定する。 

（２）非常勤の代表理事の報酬は、社員総会にお

いて定める役員報酬総額の範囲内で日額

20,000 円を上限として支給することができ

る。 

２ 正会員以外の監事は、社員総会において定め

る役員報酬総額の範囲内で日額 20,000 円を上

限として支給することができる。 

 

変更なし （賞与等） 

第４条 本会は、役員に対し、役員賞与及び役員

退職手当を支給しない。 

 

（旅費交通費） 

第５条 役員には、旅費交通費を支給することが

できる。 

（通勤費） 

第５条 役員には、その通勤の実態に応じ、通勤

費を支給することができる。 

 

（報酬の支給方法） 

第６条 常勤の代表理事及び業務執行理事への

役員報酬等の支払い方法については、職員給与

規程を準用する。 

２ 前項以外の役員報酬の支払は、銀行振込に

より支払うものとする。 

 

（報酬の支給方法） 

第６条 常勤の代表理事への役員報酬等の支払

い方法については、職員給与規程を準用する。 

２ 前項以外の役員報酬の支払は、理事会等へ

の出席の都度現金で支払うものとする。 

 

（報酬の支払いに関する開示） 

第７条 本会は、社員総会において、前年度の役

員報酬支払い総額及び役員別の支払金額を前

年度の事業報告の中で開示するものとする。 

 

（新設） 

（規程の改廃） 

第８条 この規程の改廃は、社員総会の決議を経

て行う。 

 

（規程の改廃） 

第７条 この規程の改廃は、社員総会の決議を経

て行う。 

 

（補 則） 

第９条 この規程の実施に関し必要な事項は、理

事会の承認を得て、会長が別に定めるものとす

る。 

（補 則） 

第８条 この規程の実施に関し必要な事項は、理

事会の承認を得て、会長が別に定めるものとす

る。 

 

（附 則） 

５ この規程は、2021年６月 12日から施行する。 

（附 則） 

 

 

 


